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C02削減と八幡市コミバス網の再編

日常生活で車移動を減らし、スマートムーブ (徒歩 。自転車 。公共交通機関の選択)を心がける事はC02を

削減し地球温暖化の抑制に貢献します。 1人 lkm移動時の C02排出量は車を 100とするとバスは約 35%、 鉄道
は約 13%です。車で約 147g…C02/人・km、 バスで約 51g― C02/人・km、 電車で約 19g―C02/人・kmであり、今後は

化石燃料を使わない電気自動車の普及が課題になっています。

現在八幡市はコミバスの再編計画を進め、運賃改定 (200円→250円、1日乗車券 300円→400円 )が予定さ
れています。市の財政状況から考えると理解はできますが、それによる「バス離れ」が懸念されます。財政支

援を出来るだけ軽減し、独立採算は難しいとしても、事業経営の健全性を持続させる為には新規に乗客を獲得

し、適正規模の乗客数に定着させる事が必要です。コミノゞス事業を交通」環境・健康_・ 地域活性化と連舞させ、

弾力的な運営が図れないものだろうか。現在はない回数券 (10回分の価格で 11回利用できる)の販売、また、

昼間時間帯の割引を実証実験として導入したり、支払額に上限を設ける「運賃上限 (キャップ)制」の導入を
検討する事で、実質的な負担増を和らげ、利用を喚起する工夫が必要ではないだろうか。また、「やわた未来
いきいき健幸プロジェクト」への参加と日々の健康づくりで貯まった「ポイント」を、コミュニティバスの乗

車券と交換できる仕組みをつくれないか。コミバスヘの乗車率を高め、C02削減に貢献し、経営効率を上げる

と共に、高齢者の外出を後押しすると同時に、「徒歩+バス利用」の習慣化を促すことが必要ではないだろう
か。それを実現するには、関係部局が縦割りを排して緊密に連携し、実証実験を通じた効果の検証を丁寧に行

うことが必要となります。公共交通と健康政策、環境政策を融合し、市民の健康維持と温暖化抑制、持続可能

な地域づくりを同時に進める事は今後の新しい地域交通の有り方かもしれません。(文責 中村たかし)

排出量第 2位の米国のパリ
‐
i嘉定からの離脱 |ま「1.5度目標」達成を極めて困難にし、環境保護と自国利益の優

先順位を巡る世界の分断を決定的なものにしています。日本では 4月から GX―ETSが稼働。イスラエル、米国
のイランヘの侵略戦争を止め一刻も早く中東を安定させ、地球環境を保全しなければなりません。
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令和 8年度京都府議会予算特別委員会総括質疑

家庭向け脱炭素の取り組みについて ―施策の公平性と実効性について間う―
<質問 (要約)>西山たつお 京都府議会議員 [八幡市]
本府では、温室効果ガスの排出量を実質、2030年 度までに2013年 度比 46%以上の削減を目指してい
る。この達成に向け、産業振興と脱炭素の両立を目指し、事業活動への省エネ設備導入支援や環境投資支援、再

生可能エネルギー導入の促進、EV自動車の普及、省エネ建築の推進などを進めてきた。また、地域金融機関と
連携し、企業の脱炭素化を金融面から後押しするなど、産業部門や業務部門、運輸部門において一定の成果が報

告されている。
一方、削減基準となる2013年 度は震災後で原発稼働が縮小し火力依存が高く、電気の排出係数が高い状況
であった。現在は再エネ拡大や原発再稼働により排出係数は低下しており、削減率の評価では省エネ努力と電源

構成の変化を分けて整理・公表することが重要である。課題となっている家庭部門は、他部門と比較して低調で

あり、目標達成のためには、家庭部門の取組をいかに強化していくかが重要である。令和 8年度に予定されてい
る家庭部門の各事業を合わせても、0.02%の削減効果の見込みである。 削減効果が極めて限定的であるとすれ
ば、本府が実行する施策が削減にどの程度寄与するのか、事前に丁寧な検証が必要である。

次に、家庭部門の施策を進める上で重要なのが制度の公平性である。

来年度は、スマートエコハウス促進融資などによる省エネ機器の購入や、住宅断熱改修への支援、マンションヘ

の再生可能エネルギー導入促進など、削減効果の有効性が期待できるものの、一定の初期費用を伴うものが多く、

たまたま買い替えの時期にある家庭や、経済的に余裕のある世帯や家主に限られる傾向がある。これではゝ取組
の広がりが限定されるだけでなく、政策の公平性の観点からも課題がある。

家庭部門の脱炭素を着実に進めるためには、高齢者世帯や低所得者世帯、賃貸住宅者世帯も含め、幅広い層の

府民が参画できる制度設計が必要である。
これらの課題について、①個々の負担能力や生活環境に応じた支援の強化と制度の公平性についての施策への

反映。 ②府民の環境に対する意識の醸成や行動変容を促す施策を全部局で一体的に、かつ継続的に取り組むこ
とが必要であるが如何か。

<答弁 >西脇隆俊 京都府知事
温室効果ガス排出量の削減で、特に排出割合が高い家庭部門では、2023年 度時点の削減目標 28%に対し
24%の削減にとどまっている。このため、家庭部門の排出削減効果の高い、住宅の断熱化やZEH化などの省エ
ネの促進、太陽光発電設備や蓄電池の導入補助等による再エネ導入などに取り組んで来た。これらの既存事業の

補助上限額の引き上げ、既存住宅の断熱窓への改修に対する補助制度の新設など、より多くの府民が脱炭素行動
に取り組めるよう、予算提案している。

家庭部門における取組について、誰もが脱炭素行動に取り組める環境を整えることが重要だと考えている。
このため、初期費用の負担が少なくても再エネ設備の導入に取り組めるよう、初期投資が不要な0円ソーラー制
度や、太陽光発電設備を安価に購入できる共同購入制度を創設した。

今後は、京都府地球温暖化防止活動推進センターなどと連携した新たなプラットフォームを構築し、誰もが取

り組める脱炭素行動の情報発信を行うなど、公平性の観点にも配慮した取組を行っていく。

また、府民の環境に対する意識の醸成や行動変容を促す施策について、全ての部局が参画する推進本部を設置
し、温室効果ガス排出削減に繋がる取組を進めている。

具体的には、災害時の電源確保に繋がる再エネ設備や蓄電池の導入支援、二酸化炭素吸収源である森林の整備に

繋がる府内産木材を利用したZEH住宅への上乗せ支援などに取り組んできた。
さらに、企業からの支援を受けながら、高校生を対象とした自然環境に係る探究学習を官民一体で実施するなど、

新たな取組も進める。今後とも、2050年 温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、部局横断的な取組を推進し、
府民の意識向上・行動変容に繋げていく。

<京都府洛南浄化センター見学会>  主催 :22世紀八幡ルネッサンス協会
日時 :令和 8年 5月 21日 (木)午前 10:00～ 場所 :八幡市八幡焼木 1
洛南浄化センターでは、下水処理施設の強化を進めています。宇治田原町の参加や京都南部の発展が見込

める為です。木津川、宇治川の氾濫に備えて増設される施設は嵩上げされます。参加者募集中です。

編集後記

C02排出量取引制度をみなで勉強。温室ガス削減ペースが鈍化していることを確認。22年と24年は目標を
超過し、前途多難。他に八幡の PFASについての意見交換を行い、今後の課題を共有した。
編集部では俳旬、川柳、短歌、書評など皆様からのご寄稿を歓迎致します。ご参加お待ちしております。

編集委員 佐藤長作、石野喜幸、中村隆資  (編集長 伊藤鈴治)


